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   事業所から排出される家電４品目の収集運搬について（注意喚起） 

 
 平素は本市の環境行政に御理解と御協力を賜りまして、誠にありがとうございます。 

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）では、同法に定める特定家庭用機

器産業廃棄物（いわゆる「家電４品目」が産業廃棄物となったもの）を小売業者等に

引き渡し、収集運搬等を委託する場合に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「廃棄物処理法」という。）の規定による委託基準（同法第１２条第５項）及び産業廃

棄物管理票（マニフェスト）の交付義務（同法第１２条の３第１項及び第１２条の５

第１項）が適用除外となる同法の特例が設けられていますが、この特例は、産業廃棄

物処理業者が事業者から当該廃棄物の処理を受託する場合には、適用されません（家

電リサイクル法第５０条第３項参照）。 

したがって、産業廃棄物収集運搬業許可業者が、事業者から特定家庭用機器産業廃

棄物の指定引取場所までの運搬を受託する場合は、委託基準に従い書面による委託契

約を締結するとともに、家電リサイクル券と併せて産業廃棄物管理票（マニフェスト）

の交付を受ける必要があります。産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付を受けず

に当該廃棄物の引渡しを受けたときは、管理票不交付受託（廃棄物処理法第１２条の

４第２項違反）に該当することとなります。 

事業所から排出される家電４品目の処理方法については、以下のリーフレットやホ

ームページにも掲載されていますので、法令違反とならないよう、改めて関係法令に

ついても十分に理解のうえ、収集運搬業務を行っていただくようお願いします。 
 

○経済産業省リーフレット 
事業所で使用している家電４品目は家電リサイクル法の対象です！  
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/kaden_recycle/shiryousyu/recycle_office.pdf 

○一般財団法人家電製品協会 HP 
事業者の方へ：産業廃棄物収集運搬許可業者に委託する場合  
https://aeha-kadenrecycle.com/business/industrialwaste/ 

 


